









― 899 ― 









博士の専攻分野の名称  博 士（国際公共政策） 
学 位 記 番 号  第  ２１３０１  号 
学 位 授 与 年 月 日  平成 19 年３月 23 日 
学 位 授 与 の 要 件  学位規則第４条第１項該当 
            国際公共政策研究科国際公共政策専攻 
学 位 論 文 名  包括的核実験禁止条約（CTBT）現地査察制度 
論 文 審 査 委 員   （主査） 
            教 授 黒澤  満 
            （副査） 
            教 授 姫野  勉  助教授 栗栖 薫子 





 CTBT は 1996 年９月 24 日に署名開放されたが、様々な政治的要因により、2006 年に到るまで発効していない。






































 ⑷ 第４章では「発効促進アウトリーチ活動と現地査察制度整備の関連性」として、残された 10 ケ国の発効要件国
が抱える問題点をそれぞれ明らかにする。このとき、バランスの取れた有効かつ効率的な現地査察制度の整備が、こ
れらの 10 ケ国に対して政治的にどのような影響を及ぼし得るかを個別に分析しつつ、CTBT 発効に到るロードマッ
プを明らかにする。 
 ⑸ 最後に本論文の結論として、CTBT 検証制度の「最後の砦」である現地査察が有すべき９項目の原理原則をとり
まとめ、最終的な政策提言を行う。 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 「包括的核実験禁止条約（CTBT）現地査察制度」と題する本論文は、包括的核実験禁止条約（CTBT）の現地査
察制度に焦点を当て、有効かつ効率的な検証・査察制度の要件について考察し、現地査察の方法論及び検証制度が持













― 901 ― 
必要性、および自国の検証技術手段情報の位置づけをさらに明確にする必要性を強調する。 
 第４章「発効促進アウトリーチ活動と現地査察制度整備の関連性」として、現地査察の整備が条約発効を促進する
側面を強調し、条約発効用件の問題点とともに、条約未批准の条約発効要件国である 10 カ国へのアウトリーチにつ
いて、現地査察の側面から検討する。 
 結論「CTBT 現地査察が有すべき原理原則」では、条約発効および条約履行に向けて現地査察制度を整備していく
過程において考慮すべき９項目の原理原則を提言する。 
 本論文は、CTBT 現地査察制度を、国際公益と国家主権の対立という基本的分析枠組みにおいて、法的、政治的お
よび技術的側面から包括的に分析するものであり、それに基づき、制度整備の過程における原理原則を提言するもの
である。このような包括的な研究はこれまで行われておらず、その点で学界に対する貢献はきわめて大きいと考えら
れるとともに、政策提言においても有益な貢献をなしていると考えられることから、博士（国際公共政策）を授与す
るに値すると考える。 
